
19,000

― 県土整備部 3 ―

県民の暮らしの安心確保

19,000 270,000

交通安全対策の推進

前年額 1,233,000 1,214,000

決定額 1,503,000 10,000 1,474,000

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比諸 収 入 県　債

　県管理道路において、歩道がなかったり狭かったりす
るために歩行者が非常に危険な状態となっている箇所が
ある。その箇所に歩道の新規設置や拡幅整備を行うこと
により、歩行者の安全が確保でき交通事故の軽減につな
げる。

　ア　歩道整備 　　　　　　　　　  1,484,000千円
　イ　子どもの命を守る通学路緊急対策　19,000千円

（１）事業内容
　　　歩道がない所や狭い場所において、歩道の新規設置や拡幅整備を行う。
　
（２）事業計画
　　　一般県道針ヶ谷岡線（深谷市）　外53箇所の整備を実施する。

（３）事業効果
　　　歩道の新規設置又は拡幅整備により、歩行者が安全に通行出来るようになり、交通事故の軽減につながる。

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
地方道路等整備事業債　充当率 90%
交付税措置　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×10.4人＝98,800千円
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道路維持費 自転車歩行者道整備費
番号 事業名

事 業
期 間

昭和41年度～ 根 拠
法 令

道路法
交通安全施設等整備事業の推進に関する法律

款

針路

会計

P3 自転車歩行者道整備費 一般会
計

土木費 道路橋
りょう
費

項 目

令和 6年度予算見積調書 課室名:

説明事業

道路街路課
担当名: 交通安全施設整備担当

内線: 5097 (単位：千円)



 

事業名

単位事業名 予算額 1,455,000千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

諸収入・ 10,000 10,000 自転車歩行者道整備受託事業収入
道路橋りょう受託事業収入 熊谷小川秩父線(横瀬町から)

県債・ 1,445,000 260,000 県単独道路建設事業債
土木債

合計 1,455,000 270,000

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 260,000 23,800 歩道整備に必要な委託費　三芳富士見線線(富士見市)外32箇所

使用料及び賃借料 5,000 1,400 歩道整備に必要な用地の借地料　熊谷小川秩父線(横瀬町)外1箇所

　

事業内訳書

自転車歩行者道整備費

歩道整備

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,455,000千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

工事請負費 413,000 40,000 ときがわ熊谷線(滑川町)外26箇所

公有財産購入費 171,500 43,500 歩道整備に必要な用地の購入費　三芳富士見線(三芳町)外19箇所

負担金、補助及び交付金 176,000 50,600 歩道整備における負担金　松伏春日部関宿線(松伏町)外2箇所

補償、補塡及び賠償金 429,500 110,700 用地取得に伴う建物移転補償費　さいたま鳩ヶ谷線(川口市)外22箇
所

合計 1,455,000 270,000

単位事業名 予算額 19,000千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 19,000 0

合計 19,000 0

　
　

歩道整備

主な内容

子どもの命を守る通学路緊急対策（道路街路）

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 19,000千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 19,000 0 ガードレール等による通学路の安全対策

合計 19,000 0

単位事業名 予算額 29,000千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

県債・ 29,000 0 県単独道路建設事業債
土木債

合計 29,000 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

旅費 397 △35 事業実施に係る旅費

需用費 572 △35 事業実施に係る消耗品費等

　

主な内容

子どもの命を守る通学路緊急対策（道路街路）

事務費

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 29,000千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

役務費 12,909 4,136 事業実施に係る通信運搬費等

委託料 15,043 △4,053 事業実施に係る委託費

使用料及び賃借料 79 △13 事業実施に係る会議室使用料

合計 29,000 0

事務費

主な内容


